様式１
               競　争　参　加　資　格　確　認　申　請　書
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　分任支出負担行為担当官
　○○森林管理（支）署長　殿
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職及び氏名　　　　　　　　　
　令和　年　月　日付けで入札公告のありました○○工事に係る競争に参加する資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記
１　入札公告に定める同種工事の施工実績等（様式２）
２　上記１に係る契約書の写し（発注者が森林管理局長又は森林管理（支）署長（以下「森林管理局長等」という。）であって、CORINSに登録がない場合）
３　上記１に係る施工証明書（様式２－１：発注者が森林管理局長等でない工事の施工実績を記載する場合でCORINSに登録がない場合に添付）
４　上記１に係る工事成績確認書（工事成績評定通知書を紛失した場合に添付）
５　入札公告に定める配置予定技術者の資格・工事経験（様式３）
６　上記５に係る資格者証の写し及び経験を証明する資料
７　入札公告に定める経営関係等の状況（様式４）
８　入札公告に定める施工計画の技術的所見（様式５：簡易型総合評価落札方式の場合　　に添付）
９　ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況（様式10）

10　従業員への賃金引き上げ計画の表明書について（様式11）
11　返信用封筒
12　問い合わせ先
　　　担当者名：
　　　部署名　：
　　　電話番号：
	（様式１作成要領）
１　用紙は日本工業規格Ａ列４版とする。
２　様式中に示している事項のほか、競争参加資格確認申請書の提出に添付する資料のすべてについて記載する。
３　返信用封筒は紙入札の場合に添付するものとし、サイズは長３号封筒を使用し、表に申請者の住所・氏名を記載したうえ、簡易書留料金分を加えた郵送料金の切手を貼付する。



（表紙１－１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○月○日
　（分任）支出負担行為担当官
　（○○森林管理（支）署長　　殿）
　　　　北海道森林管理局長　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　
○○○○工事競争参加資格確認資料
　　　　　　　　　　　　　　所在地（本社（本店、支店、営業所）の所在地を記入）
　　　　　　　　　　　　　　登録番号
　　　　　　　　　　　　　　建設業許可番号　○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
　標記について、令和○○年○月○日付けで公告のありました「○○○○工事」の競争参加資格確認資料を別紙のとおり提出します。
	〔留意事項〕
　１）　電子入札システムを用いて提出すること。
　　　　ただし、競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料及び技術提案書の合計容量が10ＭＢを超える場合には、持参又は郵送（書留郵便等で配達記録が明らかとなるものに限る。）により提出すること。
　　　　なお、この場合は、必要書類の一式を持参又は郵送により提出する旨を記載したファイルを電子入札システムにより提出すること。
　２）　資料の提出に当たっては、入札説明書や記載要領を熟読のうえ、誤記や資料の添付漏れがないか十分確認すること。



（表紙１－２）
提出書類一覧

	様式名称
	添付書類
	提出書類
	（省略する場合）

	様式２
	工事成績評定通知書等（写）
	提出／省略
	【記載例】○○森林管理署、○○年度○○工事（○月○日入札）に提出済み。（内容に異同はない。）

	様式３
	工事成績評定通知書等（写）
	提出／省略
	

	
	資格者証等【監理技術者の場合】
	

	
	監理技術者資格者証等（写）
	提出／省略
	

	
	監理技術者講習修了証等（写）
	提出／省略
	

	
	健康保険被保険者証等（写）
	提出／省略
（必要に応じて）
	

	
	資格者証等【監理技術者補佐の場合】
	

	
	保有する資格・免許を確認できる書類（写）
	提出／省略
	

	
	資格者証等【主任技術者の場合】
	

	
	保有する資格・免許を確認できる書類（写）
	提出／省略
	

	様式４-①
	工事成績評定通知書等（写）
	提出／省略
	

	様式４-②
	工事成績評定通知書等（写）
	提出／省略
	

	様式４-③
	実績を確認できる書類等（写）
	提出／省略
	


（注１）様式２、３、４-①，４-②、４-③の添付書類について、内容に異同がない場合に限り、当該年度において初参加の入札へ提出した該当資料をもって、提出を省略することができることとする。この場合は、「省略」を選択の上、当該資料を提出した入札の情報を記載すること。
なお、当該年度において、初参加の入札の場合は、「提出」を選択の上、添付書類を提出すること。
（注２）入札公告において明示した資格、実績又は試験（以下「資格等」という。）を工事実績情報システム（CORINS）の登録が完了している工事により確認できる場合は、次に掲げる各様式のCORINS登録の有無欄にCORINS登録番号を記載することにより工事カルテ（写）の添付を省略できるものとする。
ただし、CORINSで確認できない場合は、入札公告において明示した資格等が確認できる資料の写しを添付すること。
①同種工事の施工実績等＜様式２＞
②配置予定技術者の資格・工事経験等＜様式３＞
③経営関係等の状況＜様式４-②＞
様式２
同種工事の施工実績等
工事名：○○工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	実績の区分
	　　　　同種工事　該当有り　　／　　該当無し

	工
事
名
称
等

	工事名称

	　○○工事
（CORINS登録番号：　　　　　）

	
	発注機関名

	　○○森林管理署


	
	工事場所

	　北海道○○市○○町　○○林班○○小班


	
	契約金額
	○○，○○○，○○○円（税込み金額）

	
	工　　期
	　年　月　日　～　　　　年　月　日

	
	受注形態等
	　　単体　　／　　○○工事共同企業体（自社出資比率○％）

	
	
	共同企業体の構成業者名等
	　○○株式会社（○等級）、○○株式会社（○等級）

	
	工事概要
	

	
	
	工　種

	　治山ダム工


	
	
	規模・規格等

	　高さ：10.0ｍ、堤長：80.0ｍ、体積：1,500㎥


	工事成績評定

	工事成績評定

	過去２年度間の同種工事成績評定の平均点：　　点／　該当無し
過去３年度間の難工事の受注実績の有無：　有　／　無　　　

	表彰

	表彰名：工事名

	　「○○年度○○工事コンクール優秀賞：○○工事」
   

	
	表彰者・年月日

	　北海道森林管理局長・　　　年　月　日



[○／○]
	（様式２作成要領）
１　様式中の各項目における記載内容は例示である。
２　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。
３　工事名称等
  　(1)　「工事名称等」欄は、入札公告に明示する「同種工事」であって過去15年度間に元請契約により履行した契約金額500万円（消費税込み）以上（路体強化工は契約金額に制限なし。）の工事のうち、１件を選定し記載するものとし、選定に当たっての優先順位は国発注（国の法人を含む）、地方公共団体発注、その他発注工事とする。
　　　　　また、施工実績が無い場合は、「実績の区分」欄に「該当無し」と記載する。
(2)　「同種工事」の施工実績を証明するため次のいずれかの書類を添付する。
 　　　ア　発注者が森林管理局長又は森林管理（支）署長（以下「森林管理局長等」という。）
 　　　　である場合
 　　  　　　①　CORINSに登録されている場合は工事カルテの写し
 　　  　　　②　CORINSに登録されていない場合は契約書の写し
 　  　イ　発注者が森林管理局長等でない場合
 　　  　　　①　CORINSに登録されている場合は工事カルテの写し
 　    　　　②　CORINSに登録されていない場合は、当該工事の発注者が作成した「施工証明書」
 　　　　    　（様式○－○の様式番号を様式２－１とする。）
 　 (3)　「同種工事」の施工実績に記載する工事が森林管理局長等の発注した工事である場合には、上記(2)のアの証明書に当該工事に関する「工事成績評定通知書」の写し（工事成績評定通知書を紛失した場合には、様式７により当該森林管理局長等に確認申請を行い、様式８「工事成績確認書」）を添付する。
  (4)　「受注形態等」欄の「共同企業体構成業者名等」は、施工実績として記載した工事を共同企業体形式で受注した場合に、共同企業体を構成していた会社名及び等級を記載する。
４　工事成績評定
  (1)　「過去２年度間の同種工事成績評定の平均点」とは、北海道森林管理管内の森林管理（支）署長が発注し、受注者に対して結果が通知されている同種工事成績評定の平均点をいう。
  　(2)　 この場合において、森林管理局長等が発注した工事であるが、工事成績評定が実施されなかった工事（工事成績評定の対象とならない500万円以下の工事は除く。）の工事成績評定点は65点として平均点を算出する。
　　　　  また、森林管理局長等の発注工事の施工実績が１工事のみの業者については、その成績に65点を加え２で除した点数とする。
 　　 　  ただし、１工事のみの成績が65点未満の業者については、その措置を行わない。
    (3)　森林管理局長等が発注した工事でない工事に係る工事成績評定は対象外とし、工事成績評定点を有しない者は「該当無し」と記載する。
　　(4)　「難工事」とは、工事条件や現場条件等の工事環境が通常の工事と比較して厳しく、作業効率が悪くなることが想定される工事について、発注者が指定した工事をいう。
(5)　「難工事」の実績の有無とは、難工事として発注された工事で、工事成績評定点80点以上で検査合格した（林道改良工事（路体強化工）については、検査合格した）過去３年度間における工事実績の有無をいう。
(6)　「難工事」の実績の有無の確認のため、「合格（難工事）」と記載された完成検査結果通知書の写しを添付する。

 ５　表彰
 　　過去10年度間に森林管理局長等が発注した森林土木工事において受賞歴がある場合は該当する表彰名、工事名、表彰者及び表彰年月日を記載し、当該表彰を証明可能な表彰状の写し（日本工業規格Ａ列４版に縮小）を添付する。



様式３
配置予定技術者の資格・工事経験等
工事名：○○工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	配置予定技術者の資格等

	従事役職
	主任技術者　　／　　監理技術者　　／　　監理技術者補佐

	
	氏    名
	

	
	生年月日
	

	
	最終学歴
	○○大学　○○科　○○年卒業

	
	法令等による
資  格

	１級土木施工管理技士（取得年月日・登録番号）
技術士（取得年月日・部門・選択科目）
監理技術者資格（取得年月日・登録番号）

	
	雇用年月日
	　年　月　日

	継続教育(CPD)の取組状況
	継続教育の過去2年度間の取得ポイント
	ア　森林分野２０ポイント以上の証明あり
イ　森林分野のポイント証明あり
ウ　証明なし

	工事経験の概要

	工事名称
	○○工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　）／該当無し

	
	発注機関名
	○○森林管理署

	
	施工場所
	北海道○○市○○町　○○林班○○小班

	
	契約金額
	○○，○○○，○○○円（税込み金額）

	
	工    期
	　年　月　日　～　　　　年　月　日

	
	受注形態等
	　　単体　／　○○工事共同企業体（自社出資比率○％）

	
	
	共同企業体の構成業者名等
	○○株式会社（○等級）、○○株式会社（○等級）


	
	従事役職

	現場代理人・主任技術者・監理技術者（これらに補助者として従事した技術員を含む）、施工監督、工事主任


	
	工事概要
	

	
	
	工  種
	治山ダム工

	
	
	規模・規格等

	高さ：5.5ｍ、堤長：30.0ｍ、体積：460㎥


	申請時における他工事への従事状況等

	従事工事の有無
	　従事工事有り　／　従事工事無し

	
	工事名称
	○○工事（CORINS登録番号：　　　　）／CORINS登録無し

	
	発注機関名
	北海道○○市　（○○部○○課）

	
	工期
	　年　月　日　～　　　　年　月　日

	
	受注形態等
	　　単体　／　○○工事共同企業体（自社出資比率○％）

	
	
	共同企業体の構成業者名等
	○○株式会社（○等級）、○○株式会社（○等級）


	
	従事役職

	主任技術者、監理技術者、現場代理人


	
	工事概要
	

	
	
	工種
	○○工、○○工

	
	
	規模・規格等
	○○　○ｍ、○○　○㎥、○○　○㎡

	
	本工事と重複する場合の対応措置

	　現在従事している工事（以下「現従事工事」という。）と
本工事の工期は、○年○月○日から○年○月○日まで重複することとなるが、本工事の現場着手は現従事工事が完了する○年○月○日以降であることから、本工事における○○技術者としての従事は可能である。


[○／○]

	（様式３作成要領）
 １　様式中の各項目における記載内容は例示である。
 ２　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。
 ３　配置予定者技術者の資格等
  (1)　「従事役職」欄は、本工事に配置を予定する技術者の役職を記載する。
ただし、監理技術者補佐の配置を予定する場合は、監理技術者とは別に様式３を記載し、必要となる書類の写しを添付すること。
  (2)　「法令等による資格」欄は、土木施工管理技士、技術士、監理技術者等の該当する資格を記載し、入札公告に明示する資格を有することを証明する書類の写しを添付する。
　(3)　「雇用年月日」欄は、配置予定技術者が主任技術者又は監理技術者である場合に、当該技術者を直接的かつ恒常的に雇用することとなった年月日を記載し、当該雇用を証明する書類（雇用通知書等）の写しを添付する。また、監理技術者資格証により直接的かつ恒常的な雇用関係（3ヶ月以上）を明確に確認できない場合には、健康保険被保険者証等（被保険者記号・番号等にマスキングを施されたものに限る。）の雇用関係を明確に確認できる書類の写しを添付すること。
 ４　継続教育(ＣＰＤ)の取組状況
　　   継続教育の過去2年度間の取得ポイントについてア～ウの該当するものを○で囲み、ポイントがある場合にはその証明書の写しを添付する。
 ５　工事経験の概要
  (1)　「工事名称」欄は、配置予定技術者が従事した入札公告に明示する「同種工事」であって、過去15年度間に契約金額500万円（消費税込み）以上（路体強化工は契約金額に制限なし。）の工事のうち１件を選定して記載することとし、選定に当たっての優先順位は、国発注（国の法人を含む）、地方公共団体発注、その他発注工事とする。
　　　 また、該当が無い場合は「該当無し」と記載する。
  (2)　「工事名称」欄に記載する工事の施工実績を証明するため次のいずれかの書類を添付する。
     　なお、「工事名称」欄に記載する工事が様式２の「同種工事の施工実績」において証明されている場合は、本欄に記載する工事の施工実績の証明書の添付を省略できる。
 　   ア　発注者が森林管理局長又は森林管理（支）署長（以下「森林管理局長等」という。）である場合
 　　   ①　CORINSに登録されている場合は工事カルテの写し
 　　   ②　CORINSに登録されていない場合は契約書の写しと主任技術者等の届出書の写し
 　   イ　発注者が森林管理局長等でない場合
 　     ①　CORINSに登録されている場合は工事カルテの写し
 　     ②　CORINSに登録されていない場合は、当該工事の発注者が作成した「施工証明書」
 　  　 　（様式○－○の様式番号を様式３－１とする。）
  (3)　「工事名称」欄に記載する工事の施工実績に記載する工事が森林管理局長等の発注した工事である場合には、上記(2)のアの証明書に当該工事に関する「工事成績評定通知書」の写し（工事成績評定通知書を紛失した場合には、様式７により当該森林管理局長等から確認を受けた様式８「工事成績確認書」）を添付する。
  (4)　「受注形態等」欄の「共同企業体構成業者名等」は、「工事名称」欄に記載した工事を共同企業体形式で受注した場合に、共同企業体を構成していた会社名及び等級を記載する。
  (5)　「従事役職」欄は、「工事名称」欄に記載した工事において従事した現場代理人、主任技術者、監理技術者及びこれらに補助者として従事した技術員、並びに施工監督、工事主任のうち該当する役職名を記載する。
  (6)　「工事概要」欄は、「工事名称」欄に記載した工事の内容について可能な限り詳細に記載する。
　(7)　 １級土木施工管理技士又は２級土木施工管理技士等と「同等以上の資格を有する者」とみなす場合は、主任（監理）技術者の下で行った「工程管理」、「出来形管理」、「品質管理」及び「安全管理」のうち、いずれか２以上の職務の実績があることを証明する書類として、施工体制図等を添付すること。
 ６　申請時における他工事への従事状況等
  (1)　「従事工事の有無」欄は、本競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）の提出時に配置予定の技術者が従事している工事の有無について記載する。
  (2)　「工事名称」欄は、資料の提出時に配置予定技術者が、主任技術者、監理技術者、現場代理人として従事している全ての工事の名称を記載する。
  (3)　「工事名称」欄に記載した工事への従事状況を証明するため次のいずれかの書類を添付する。
 　　 ア　発注者が森林管理局長等である場合
 　 　　①　CORINSに登録されている場合は工事カルテの写し
 　 　　②　CORINSに登録されていない場合は契約書の写しと主任技術者等の届出書の写し
 　 　イ　発注者が森林管理局長等でない場合
 　 　　①　CORINSに登録されている場合は工事カルテの写し
 　 　　②　CORINSに登録されていない場合は、当該工事の発注者が作成した「施工証明書」
  　　　　（様式○－○の様式番号を様式３－２とする。）を添付する。ただし、従事中の工事が複数の場合は、様式３－２－①、様式３－２－②として従事中の工事数に合致させる。
  (4)　「受注形態等」、「従事役職」、「工事概要」の各欄は、「工事名称」欄に記載した全ての工事について上記５の(4)から(6)に準じて記載する。
  (5)　「本工事と重複する場合の対応措置」欄は、「工事名称」欄に記載した全ての工事について、本工事を落札した場合に配置を予定している技術者の従事状況と本工事に配置を予定している技術者の配置計画に係る対応方法を記載する。




様式４－①
経営関係等の状況
 工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	　　項　　　目
	　　　　　　 具　体　的　な　項　目
	有　無

	経
営
関
係

	不誠実な行為の有無

	１　競争参加資格申請書提出時における営業停止及び　北海道森林管理局による指名停止の有無
 (1)　営業停止命令を受けている場合
　　①　営業停止命令を行った機関名：
　　②　営業停止の理由：
　　③　営業停止の期間：
 (2)　北海道森林管理局による指名停止措置を受けて　　いる場合
　　①　指名停止の理由：
　　②　指名停止の期間：

	有・無


	
	
	２　過去２年度間に低入札価格対象工事として受注し、かつ当該工事の工事成績評定点の実績の有無
　○　有りの場合（下記事項を記載する。）
 　①　発注機関名：
 　②　契約金額　：　　　　　　　　円
 　③　工事内容　：
　 ④　欠格の理由：
   ⑤　工事成績評定点：     　  点
	有・無


	
	
	３　設計業務受託者との関連の有無
	

	
	
	　 ①　本工事の設計業務受託者
	有・無

	
	
	 　②　資本関係の有無
	有・無

	
	
	 　③　人的関係の有無
	有・無

	
	
	 　④　その他、上記①又は②と同視し得る関係の有無
	有・無

	
	
	４　入札参加者間の資本関係や人的関係の有無
	

	
	
	   ①　資本関係の有無
	有・無

	
	
	   ②　人的関係の有無
	有・無

	
	
	   ③　その他、上記①又は②と同視し得る関係の有無
	有・無

	
	
	５　農林水産上発注工事等からの暴力団排除の推進について（平成19年12月7日付け19経第1314号大臣官房経理課長通知）に基づき、警察当局から部局長に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして農林水産省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者であるか否かの当否
	当・否



[○／○]
様式４－②
　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	　　項　　　目
	　　　　　　 具　体　的　な　項　目
	有　無

	経
営
関
係

	地理的条件

	　北海道森林管理局管内での本店、支店又は営業所所在の有無　
　○　有りの場合（下記の事項を記載する。）
　　①　本店所在地　：
　　②　支店所在地　：
　　③　営業所所在地：
	有・無


	
	保険の加入の

有無
	１　健康保険の加入の有無
	有・無

	
	
	２　厚生年金保険の加入の有無
	有・無

	
	
	３　雇用保険の加入の有無
	有・無

	地域の精通度

	地域の精通度

	　　過去15年度間に当該森林管理(支)署管内の市町村の所在地において契約金額500万円（消費税込み）以上の元請け契約による森林土木工事の受注実績の有無
  ○　「有」の場合（下記の事項を記載する。）
　　①　市町村名：
　　②　受注年度：
　　③　契約金額：
    ④　工　　種：
　　⑤　CORINS登録番号：
	有・無

	安全管理
	労働災害の状況

	　　過去２年以内の森林土木工事における死亡災害の　有無

	有・無



[○／○]
様式４－③
　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	　　項　　　目
	　　　　　　 具　体　的　な　項　目
	有　無

	地域貢献度
・
働き方改革

	災害協定に基づく活動

	１　過去２年度間の国有林又は地方自治体等との災害　協定に基づくボランティア活動等の有無
	

	
	
	①　国有林防災ボランティア協定による活動実績の有無
	有・無

	
	
	②　地方自治体等との災害協定による活動実績の有無
	有・無

	
	国土緑化活動


	２　過去10年度間の国土緑化活動への協力の有無
	

	
	
	1  国有林との分収造林又は分収育林の契約ある

いは国有林内での植樹活動
	有・無


	
	
	2  都道府県又は市町村との分収造林等契約
	有・無

	
	
	3  森林基金等の緑化活動に資する高額な寄付
	有・無

	
	ボランティア

	３　過去２年度間のボランティア活動の実績の有無
	

	
	
	1  国有林のクリーン作戦、林道のカーブミラー

清掃、林道沿線の刈払い等の事実
	有・無

	
	
	2  国有林に関係しない地域でのボランティア活

動の実績
	有・無

	
	週休２日の取組実績
	４　過去１年度間の森林土木工事における週休２日の取組実績証明書の通知を受けた実績の有無
	有・無


[○／○]
	（様式４－①、４－②、４－③作成要領）
１　様式中の各項目における記載内容は例示である。
２　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。
３　経営関係
 (1)　不誠実な行為の有無
　ア　１の営業停止及び指名停止は、現在及び入札執行日までの状況を記載する。
  イ　２の「過去２年度間に低入札価格調査対象工事として受注し当該工事の工事成績評定点の実績の有無」は、過去２年度間に低入札価格調査対象工事として受注し施工した場合の状況について記載する。
  ウ　３の「設計業務受託者との関連」とは、入札説明書５の(2)に明示する関係をいい、現時点における関係を記載する。
  エ　４の「入札参加者の間に資本関係や人的関係の有無」とは、入札説明書４の(10)（技術提案の提出・評価を要しないもしくは省略できる場合は、入札説明書４の(9)）に明示する関係をいい、現時点における関係を記載する。
  オ　５の「農林水産上発注工事等からの暴力団排除の推進について（平成19年12月7日付け19経第1314号大臣官房経理課長通知）に基づき、警察当局から部局長に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして農林水産省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者であるか否かの当否」は、現に農林水産省等の発注工事からこれを理由として排除要請を受けているか否かの事実により記載する。
 (2)　地理的条件
     北海道森林管理局管内での本店、支店又は営業所所在の有無について記載する。

(3)　保険の加入の有無

　　健康保険、厚生年金保険、雇用保険の加入の有無を記載する。

　　 確認のため、総合評定通知書を添付する。
４　地域の精通度
　　当該森林管理(支)署管内の市町村の所在地において発注した森林土木工事であって、過去１５年度間に元請け契約により履行した契約金額500万円（消費税込み）以上（路体強化工は契約金額に制限なし。）の工事のうち代表的な工事１件を選定して工事箇所の所在市町村名、契約年度、契約金額（消費税込み）、工種について記載するものとし、選定に当たっては国（国の法人を含む）、地方公共団体の発注工事がある場合はこれを優先する。
　この場合、当該工事の証明が可能な書類として「様式２作成要領」３の(2)に示す施工実績を証明するための書類を添付する。
　　この際、「様式２作成要領」３の(2)のイの②に示す「施工証明書」を添付する場合には様式○-○を様式４－１として添付する。
    また、当該工事が森林管理局長等の発注した工事である場合は、当該工事に関する「工事成績評定通知書」の写し（工事成績評定通知書を紛失した場合には、様式７により当該森林管理局長等から確認を受けた様式８「工事成績確認書」）を添付する。
　　なお、「様式２の工事」と同一の工事を選択した場合は工種欄に「様式２と同一工事」と記載し証明書の添付は不要である。
５　地域貢献度・働き方改革
 (1)　災害協定に基づくボランティア活動
　  ア　過去２年度間に国有林又は地方自治体等との災害協定に基づく活動実績がある場合には、活動実績を証明する書類を添付する。
    イ　活動実績とは、国有林又は地方自治体等からの災害協定に基づく派遣要請により実施した現地における被害状況の調査等の活動実績とする。
(2)  国土緑化活動
　 ア　過去10年度間に①から③のいずれかに該当する場合は、該当する活動の実績を証明する書類を添付する。

　 イ　「国有林内での植樹活動」とは森林管理署又は支署の承認を経て国有林をフィールドとして
　　 活用して実施した植樹とする。

　 ウ　分収造林又は分収育林の「過去10年度間」とは、過去10年度間に契約した事実又は契約期間が過去10年度間に含まれている場合とする。
　 エ　③の「高額な寄付」とは、１口の寄付金額が100万円以上であるものとする。
 (3)　ボランティア
　　ア　ボランティア活動は、過去２年度間に実施したボランティア活動について当該ボランティアを受けた機関等が証明する書類又は新聞記事あるいはボランティア協会等の関係機関が発行する機関誌等により、当該活動の証明が可能なものを実績として取り扱う。
　　イ　①の「国有林のクリーン作戦」とは、国有林野内における不法投棄物等の除去活動をいう。
　　ウ　①の「林道沿線の刈払い等」は、国有林林道沿線の除草活動のほか、国有林林道の路体や排水施設等の小規模な損傷箇所の修復活動、登山道の除草又は整備の活動、その他これらに類する活動をいう。

　　エ　②の「国有林に関係しない地域でのボランティア活動」とは、都道府県有林又は市町村有
　　　林において実施した上記イ若しくはウに類する活動、あるいは、自然災害の発生により実施
　　　した救援活動、あるいは、タンカー事故により流出した石油類の除去活動等をいう。
(4)　週休２日の取組実績
　　　過去１年度間に森林土木工事における週休２日の取組実績証明書の通知を受けた実績がある場合には、実績を証明する書類としてその取組実績証明書の写しを添付する。



（表紙２－１）
令和○○年○○月○○日
分任支出負担行為担当官
　　○○森林管理（支）署長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 称号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名                      
○○○○○○沢復旧治山工事
技　術　提　案　書
所在地(本社(本店､支店､営業所)の所在地を記入すること　
業者コード
建設業許可番号○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先氏名：　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話：　　　　　　　　　
　標記について、令和○○年○○月○○日付けで公告のありました「○○○○○○沢復旧治山工事」の技術提案を別紙のとおり提出します。
注１　電子入札システムを用いて提出すること。ただし、競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料及び技術提案書のファイルの合計容量が10ＭＢを超える場合には、持参または郵送（書留郵便に限る。）で提出すること。
注２　印については、紙入札方式による場合のみ押印するものとする。

（表紙２－２）
提出書類一覧
	様式名称
	添付書類
	提出書類
	（省略する場合）

	様式10-1
	認定通知書（写）
	提出／省略
	【記載例】○○森林管理署、○○年度○○工事（○月○日入札）に提出済み。（内容に異同はない。）

	
	一般事業主行動計画策定・変更届（写）
	提出／省略
	

	様式10-2
	認定等確認通知書（写）
	提出／省略
	

	様式11-1
	
	提出／省略
	

	様式11-2
	法人税申告書（写）
	提出／省略
	


（注１）様式10-1，10-2,11-1,11-2の添付書類について、内容に異同がない場合に限り、当該年度において初参加の入札へ提出した該当資料をもって、提出を省略することができることとする。この場合は、「省略」を選択の上、当該資料を提出した入札の情報を記載すること。
なお、当該年度において、初参加の入札の場合は、「提出」を選択の上、添付書類を提出すること。
様式５
施工計画の技術的所見
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	　　　項　　　目
	　　　　　具　　体　　的　　な　　内　　容

	１　施工計画の基本方針

	

	２　施工順序と施工方法

	

	３　工程管理計画

	

	４　仮設備計画

	

	５　資材調達計画

	

	６　品質管理計画

	

	７　安全管理計画

	

	８　環境保全計画

	

	９　その他管理の諸計画

	


[○／○]
	（様式５作成要領）                                                             
１　本様式は、簡易型総合評価落札方式による競争入札を実施する工事に適用する。   
２　本様式は、競争入札参加資格確認申請書提出者が入札説明書又は閲覧図書等に示す工事内容　に基づき、様式中の各項目別に工夫や留意する事項等の技術的な所見を記載する。
３　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。                                       
４　本様式に参考図書類を添付する場合は別に２枚程度とし、用紙は日本工業規格Ａ列４版又は　Ａ列３版を折りたたんでＡ列４版の大きさに合わせることとする。         


様式６
技術提案及び技術提案に基づく施工計画
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	　　　項　　　目
	　　　　　具　　体　　的　　な　　内　　容

	施工計画

	工程管理に関する技術提案
	

	
	品質管理に関する技術提案
	

	
	施工上の課題に対する技術提案
	

	社会的要請

	周辺環境に対する配慮に関しての技術提案

	


[○／○]
	（様式６作成要領）
１　本様式は、標準型総合評価落札方式による競争入札を実施する工事に適用する。
２　本様式は、競争入札参加資格確認申請書提出者が入札説明書又は閲覧図書等に示す工事内容　に基づき、様式中の各項目に係る技術提案及び技術提案に基づく施工計画について記載する。
３　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。
４　本様式に参考図書類を添付する場合の用紙は、日本工業規格Ａ列４版又は折りたたんでＡ列　４版の大きさに合わせることとする。



様式７　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○月○日
工事成績確認申請書
　○○森林管理（支）署長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道○○市○○町○○番地○番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○○○　　　　　
　下記の工事における工事成績評定点については、評定通知書を紛失しましたので確認をお願いします。
記
１　工事名：  ○○○○○○○○工事
２　工　期：　○○年○○月○○日～○○年○○月○○日
　　　　　　
３　請負者名：　○○○○ 株式会社（現「△△ 株式会社」）
４　請負金額(最終)：　□□□，□□□，□□□．円
様式８
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○月○日
　○○○○株式会社
　代表取締役○○○○ 殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○森林管理（支）署長
工事成績確認書
　下記の工事における工事成績評定点は、○○点であることを確認する。
記
１　工事名：  ○○○○○○○○工事
２　工　期：　○○年○○月○○日～○○年○○月○○日
　　　　　　
３　請負者名：　○○○○ 株式会社（現「△△ 株式会社」）
４　請負金額(最終)：　□□□，□□□，□□□．円
様式９
競　争　参　加　資　格　確　認　通　知　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○月○日
　住所
　商号又は名称
　代表者氏名　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（分任）支出負担行為担当官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○森林管理（支）署長
                                            　　　　○○○○　　　　　　　
　先に貴社から申請のあった○○工事に係る競争参加資格について、下記のとおり確認しましたので通知します。
記
	入札公告日
	令和　　年　　月　　日

	工　　事　　名
	○○工事

	競争参加資格の有無
	

	競争参加資格がないと認めた理由

	　入札説明書４の(4)の条件に該当しないため



　なお、競争参加資格がないと通知された方は、競争参加資格がないと認めた理由について説明を求めることができます。
　この説明を求める場合は、令和○○年○月○日までにその旨を記載した書面を提出してください。
	（記載要領）
　１　様式中の各項目における記載内容は例示である。
　２　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。


様式10－１
ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況
１　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等
　　○１段階目の「えるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　　○２段階目の「えるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　　○３段階目の「えるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
○「プラチナえるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
○一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出しており、かつ、常時雇用する労働者が300人以下である。
【　該当　・　該当しない　】
２　次世代育成支援対策推進法に基づく認定
　　○「くるみん認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　　○「プラチナくるみん（特例）認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
３　青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定
　　○「ユースエール認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　※　１～３の全項目について、該当又は該当しないものに○を付けること。
　※　該当を選択した場合、それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し、一般事業主行動計画策定・変更届の写し）を添付すること。
様式10－２
ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況
　　（「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」
　　　第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人の場合）
１　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等
　　○１段階目の「えるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　　○２段階目の「えるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　　○３段階目の「えるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　　○「プラチナえるぼし認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
○一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出しており、かつ、常時雇用する労働者が300人以下である。
【　該当　・　該当しない　】
２　次世代育成支援対策推進法に基づく認定
　　○「くるみん認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　　○「プラチナくるみん（特例）認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
３　青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定
　　○「ユースエール認定」を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
　※　１～３の全項目について、該当又は該当しないに○を付けること。
　※　該当を選択した場合、それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等確認通知書の写し）を添付すること。
	（様式10－１作成要領）
１　様式中に示している１～３の全項目について、該当又は該当しないものに○を付けること。
２　該当を選択した場合、それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し、一般事業主行動計画策定・変更届の写し）を添付すること。
（様式10－２作成要領）
１　様式中に示している１～３の全項目について、該当又は該当しないものに○を付けること。
２　該当を選択した場合、それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等確認通知書の写し）を添付すること。



様式11－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【大企業用】
従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年（令和○年１月１日から令和○年12月31日））において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とする
ことを表明いたします。　
　従業員と合意したことを表明します。　　　※状況に応じ何れかを選択
令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　（住所を記載）

　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
様式11－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【中小企業等用】
従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年（令和○年１月１日から令和○年12月31日））において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率1.5％以上とする
ことを表明いたします。

　従業員と合意したことを表明します。　　　※状況に応じ何れかを選択
令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　（住所を記載）

　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
	（様式11－１、様式11－２作成要領）
１　本様式は、賃上げ実施を希望する企業の場合に記載する。
２　本様式の「※状況に応じ何れかを選択」は、以下により判断し記載する。
　　本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は、上段を選択し記載する。
　　本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は、下段を選択し記載する。

３　大企業の場合は様式11－１、中小企業等の場合は様式11－２に記載する。

大企業と中小企業等のどちらに該当するかは、以下により判断し記載する。
大企業：中小企業等以外の者をいう。
中小企業等：法人税法第66条第２項又は第３項に該当する者をいう。
ただし、同条第６項に該当する者は除く。
４　中小企業等の場合は、直近の事業年度の「法人税申告書」を添付すること。

５　共同事業体が加点を受ける場合には、各構成員による表明とする。
６　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。




様式12
賃金引上げ計画の達成について

私は、〇〇株式会社が、令和○年度（令和○年○月○日から令和○ 年○月○日までの〇〇株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和〇年〇月〇日付け「従業員への賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実施したことを別添書類によって確認いたしました。

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容）

（記載例１） 評価対象事業年度においては、〇人の従業員が退職する一方、〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加にとどまったものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。

（記載例２） 評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事すること等による超過勤務手当が多く発生した（対前年度〇％増加）が、評価対象年度においてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少した。これらの要因により、給与支給総額は○％の増加にとどまったものの、基本給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。

令和
年
月
日

（住所を記載）

（税理士又は公認会計士等を記載）
氏名
○○
○○

（添付書類）

・〇〇〇
・〇〇〇

	（様式12作成要領（様式11－１、様式11－２留意事項））
１　事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を当該事業年度終了月の翌々月末までに契約担当官等に提出してください。
ただし、法人税法（昭和40 年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長がなされた場合には、契約担当官等への提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限に延長するものとします。

なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。
２　暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を翌年の１月末までに契約担当官等に提出してください。
３　上記１若しくは２の提出書類を確認し、表明書に記載した賃上げを実行していない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記１若しくは２の確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実が判明した以降の総合評価落札方式による入札に参加する場合、加算点又は技術点を減点するものとします。
４　上記３による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等から適宜の方法で通知します。



様式○－○
施　工　証　明　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
　○○（会社名）
　○○（代表者役職名）　○○○○（氏名）　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○（発注機関名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○長　○○○○（役職及び氏名）　　
　貴社は、当○○（機関名）が発注した工事について下記のとおり施工し完成したことを証明します。 （様式３－２として使用する場合には、下線部を「契約し、施工中であること」と書き換える。）
記
１　工事名　　：○○工事
２　工事場所　：北海道○○市○○町○○番地内
３　請負代金額：○○，○○○，○○○円（税込み金額）
４　工期　　　：　　　年　月　日　～　　　　年　月　日
５　工事内容
　　工種　　　：治山ダム工
　　規模・規格：高さ　6.5ｍ、堤長　50.0ｍ、体積　740㎥
６　従事技術者：主任技術者　○○○○、　　　年　月　日　～　　　　年　月　日
７　関係法令等：○○自然公園第○種特別保護地域
	（様式○－○作成要領）
１　「記」の各項目における記載内容は例示である。
２　用紙は、日本工業規格Ａ列４版とする。
３　本様式は次の場合に作成し、それぞれ該当する様式番号の枝番号を付して各様式に添付する。
　①　様式２の「同種工事の施工実績」に記載した工事がCORINSに登録されていない場合及び発注者が森林管理局長又は森林管理（支）署長（以下「森林管理局長等」という。）でない工事の施工実績を記載する場合（様式番号を２－１として様式２に添付する。）
　②　様式３の「工事経験の概要」の「工事名称」欄に記載した工事がCORINSに登録されていない場合及び発注者が森林管理局長等でない工事の施工実績を記載する場合（様式番号を３－１として様式３に添付する。）
　③　様式３の「申請時における他工事への従事状況等」の「工事名称」欄に記載した工事がCORINSに登録されていない場合及び発注者が森林管理局長等でない工事の施工実績を記載する場合は、様式番号を３－２として様式３に添付する。なお、証明する工事が複数の場合は、様式３－２－①、様式３－２－②として証明する工事に合致させる。
　 ④　様式４に記載する工事がCORINSに登録されていない場合及び発注者が森林管理局長等でない工事の施工実績を記載する場合は、様式番号を４－１として様式４に添付する。    


